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1.  事業概要 

1.1  実施目的 

今後、要介護高齢者の増加が見込まれる一方、居宅介護支援に従事するケアマネジャーの人材確保

が難しいとの指摘があり、限られた人材で質の高いケアマネジメントを実現していくためには、日々の業

務のあり方そのものを見直していく必要がある。 

居宅介護支援においては、ＩＣＴ機器を活用した場合の逓減制の緩和（令和３年度改定）、一定の要件

を設けた上でのオンラインモニタリングの導入（令和６年度改定）など、テクノロジーの活用を踏まえた介

護報酬上の見直しを行ってきているところであるが、今後もテクノロジー等も活用し、ケアマネジャーの

負担軽減や業務効率化を図っていく必要がある。 

近年の介護現場においては、介護ロボット、センサー、ＡＩなど、様々なテクノロジーが活用されている。

これらを踏まえ、本事業では居宅介護支援においても、こうしたテクノロジーの活用が図られるよう、ケ

アマネジメントにおいて現状活用可能なテクノロジーを把握するとともに、将来を見据えた更なるテクノ

ロジー活用も検討し、居宅介護支援におけるテクノロジー活用を進めていくための課題等を整理するこ

とを目的に実施した。 

 

1.2  実施内容 

上記の目的を達成するため、本事業は以下の手順で実施した。 

 

（１） 検討委員会の設置・開催 

（２） 居宅介護支援におけるテクノロジーの把握 

（３） 居宅介護支援におけるテクノロジー活用のユースケース整理 

（４） 居宅介護支援においてテクノロジーを活用する際の課題の検討 

（５） 報告書の作成 
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1.3  検討委員会の実施 

1.3.1  検討委員会の委員構成 

検討委員会の委員構成は以下の通り。 

 

＜委員＞ 

 石 山  麗 子  国際医療福祉大学大学院 医療福祉経営専攻 

先進的ケア・ネットワーク開発研究分野 教授 

 
遠 藤  征 也  一般財団法人長寿社会開発センター  

事務局長（兼）調査研究開発部長 

 大 島  康 雄 一般社団法人日本介護支援専門員協会 常任理事 

 海 藤  清 株式会社ワイズマン 開発本部システム企画部 部長 

 鹿 野  佑 介  一般社団法人日本ケアテック協会 会長 

 五 島  清 国 公益財団法人テクノエイド協会 企画部 部長 

 
迫 田  武 志 ND ソフトウェア株式会社  

戦略マーケティング部 アライアンス課 課長 

 髙 田  陽 介 武蔵野市 健康福祉部 高齢者支援課 介護保険係 係長  

 
畠 山  仁 一般社団法人保健医療福祉情報システム工業会（JAHIS）  

医事コンピュータ部会介護システム委員会 委員長 

 濵 岡  邦 雅   株式会社シーディーアイ 代表取締役社長 

〇 
三 浦  久 幸 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター  

在宅医療・地域医療連携推進部長 

 
山 崎  晴 生 一般社団法人全国介護事業者連盟 茨城県支部 支部長  

有限会社シニアライフ 代表取締役 

 渡 部  功 司 株式会社なないろ 代表取締役 
 ○委員長         （敬称略・五十音順）（所属は令和 7 年３月時点） 

＜オブザーバー＞ 

 松 山  政 司 

上 柳 田  雪 花 

首 藤  俊 彰 

鈴 木  加 奈 子 

村 山  い ず み 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 課長補佐 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 人材研修係長 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 人材研修係 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 人材研修係 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 人材研修係 

 （敬称略） 

＜事務局＞ 

株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア事業本部 社会保障戦略グループ 

エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ㈱ ヘルスケア＆ウェルネス事業部 
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1.3.2  検討委員会の開催状況 

検討委員会の開催状況は下記のとおり。 

 

図表 1 検討委員会の開催日と主な議題 

回 開催日 主な議題 

第１回 令和 6 年 10 月 1 日(火) 
 調査計画（案）について 

 居宅におけるテクノロジーの把握状況について 

第２回 令和 7 年 1 月 15 日(水) 

 居宅介護支援におけるテクノロジーの把握の状況 

 事業計画～デスクトップリサーチの結果 

 ヒアリング調査の中間結果 

 テクノロジーのマッピングの状況 

 居宅介護支援におけるテクノロジー活用のユース

ケース整理等 

第３回 令和 7 年 3 月 13 日（木） 

 居宅介護支援におけるテクノロジーの把握の状況 

 第２回委員会の反映状況 

 ヒアリング調査の結果 

 居宅介護支援におけるテクノロジー活用のユース

ケース整理等 
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2.  居宅介護支援におけるテクノロジーの把握 

2.1  調査概要・目的 

居宅介護支援におけるテクノロジー活用を進めていくための課題籐を検討するにあたり、現時点で利

用者宅や介護支援専門員において活用されているテクノロジーを網羅的に把握の上、居宅介護支援に

おけるテクノロジーを整理することを目的として以下の調査を実施した。 

2.2  調査の流れ 

➢ ステップ 1：デスクトップリサーチ 

利用者宅や介護支援専門員が活用しているテクノロジーについて、デスクトップリサーチを行っ

た。調査対象は経済産業省及び厚生労働省「ロボット技術の介護利用における重点分野（※）」

によらず、AIを活用したソフトウェア、音声入力機器、Bluetooth接続機器等、多様な観点での

調査を行った。 

 

※介護ロボットの重点分野（令和６年６月改定） 

介護ロボットの重点分野のうち、居宅介護支援において利用が想定されているテクノロジーと

して、「見守り（在宅）」、「コミュニケーション」、「介護業務支援」、「認知症生活支援・認知症ケア

支援」を想定した。 

 

➢ ステップ２：展示会等での把握 

介護現場におけるテクノロジーに関する展示会に参加し、利用者宅や介護支援専門員が活用可

能なテクノロジーを把握した。具体的には、CareTEX東京’24（令和 6年 7月 30日～8月 1

日開催）、H.C.R.2024（令和６年 10月２日～４日開催）を対象とした。 

 

➢ ステップ３：関係者へのヒアリング 

ステップ 1、２の調査結果を踏まえ、日本介護支援専門員協会や介護分野のテクノロジーに関連

する協会及び、現状活用されているテクノロジーの他、開発中（上市予定）のテクノロジーも含め

たベンダーや居宅介護支援事業所を対象としたヒアリングを実施した。 

 

➢ ステップ 4：テクノロジーのマッピング 

調査結果及び検討委員会での議論を踏まえ、居宅の介護支援専門員（ケアマネジャー）が活用

可能なテクノロジーのマッピングを行った。マッピング実施にあたっては、ケアマネジメントの業務

の軸及び機器利用の目的（自立支援・ケアの質向上か、負担軽減・効率化か）等の観点を踏まえ

整理した。 
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2.3  デスクトップリサーチの実施 

2.3.1  調査対象 

現在、市販中または実証中のテクノロジーの動向、居宅介護支援事業所でのテクノロジー活用状況

について把握するため、以下を対象に文献調査を実施した。 

 

図表 2 デスクトップリサーチ：調査対象 

目的 調査対象 

実証中のテクノロジーの動向の

把握 

ウェブ調査（以下、「デジタル行政/介護」を含む） 

https://www.digital-gyosei.com/tag/kaigo/ 

居宅介護支援事業所での 

テクノロジー活用状況の把握 

調査時期より直近３年間発行された、居宅介護支援関連の以下

の新聞雑誌一覧 

• ケアマネジャー 

• 月刊ケアマネジメント 

• シルバー新報 

• TeLiDe(テリデ) 

• vision と戦略 

• おはよう 21 

• WAM 

• 介護ビジョン 

• コミュニティケア 

• 地域ケアリング 

 

2.3.2  調査時期 

令和６年７月～11月 

  

https://www.digital-gyosei.com/tag/kaigo/
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2.3.3  調査結果 

調査対象となった文献数は以下の通り。そのうち、本調査の対象として居宅介護支援事業所、居宅介

護支援事業所で勤務する介護支援専門員を対象としたものを抽出し、その実施概要について確認した。 

実施概要については、以降のページに示す。 

 

図表 3 デスクトップリサーチ：調査結果（該当件数） 

目的 該当件数 

実証中のテクノロジーの動向の

把握 

45 件 

（うち、ケアマネジャーの関与有り２件、不明１件） 

居宅介護支援事業所での 

テクノロジー活用状況の把握 

89 件 

（うち、ケアマネジメントとの関連有り 16 件） 
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図表 4 デスクトップリサーチ：ケアマネジメントにおける実証中のテクノロジーの把握（調査結果） 

N

o. 

記事の

投稿日 

自治体

名 

協力社

名 

機器名 活用している 

テクノロジー 

参加者 実施概要 ケアマ

ネの参

加 

1 

202

2/4/

19 

神奈川

県藤沢

市 

株式会

社エク

サホー

ムケア 

CareW

iz トル

ト 

 

歩行分析 AIサービス 

通所介護事業所、小規模多

機能型居宅介護事業所、福

祉用具事業所等の介護に関

連する多職種の事業者 

【内容】藤沢市に所属する介護事業所に実証事業

期間中「CareWiz トルト」を無償で提供し、歩行

解析及び共有機能を多職種連携に活用。介護現

場の間接業務短縮に伴う直接ケア業務時間の拡

大、タイムリーな情報連携による在宅医療・介護

サービスの質の向上を図る。同市は所属する介

護事業所の情報連携コストを下げながら利用者

の健康状態維持を両立することを目指す。 

有り 

2 

202

2/7/

21 

福岡県

直方市 

九州大

学 
－ 

腕時計型のウェアラブルデ

バイス 

 

市内の高齢者活動グループ 

【背景】直方市の事業「レセプトデータ等を用いた

地域住民の健康寿命の延伸と健康格差の解消を

実現するためのデータ分析（LIFE Study）」 

【内容】腕時計型のウェアラブルデバイスを１か月

間装着して、歩数や脈拍、睡眠時間等をデータ

化。収集した活動データは、医療データや介護

データと突合し、因果関係などを調査する。 

不明 

3 

202

2/10

/18 

大阪府

豊中市 

 

東京電

力パ

ワーグ

リット

株式会

社 

株式会

社ウェ

ルモ 

「居宅内

モニタリ

ングシ

ステム」 

（当時開

発中） 

居宅内に電力センサー等を

設置して、家電を利用する際

の電力データを基にＡＩ技術

を用いて高齢者の生活行動

を推定し、その生活リズムを

可視化し、生活リズムが逸脱

したときのアドバイスや定期

レポートにより、日々の生活

をサポートするシステム 

【対象者】 

豊中市内の要支援・要介護

認定の一人暮らしの高齢者

で、協力事業所を通じ、下記

の介護サービスを利用して

いる人 

・定期巡回・随時対応型訪問

介護看護 

・小規模多機能型居宅介護 

・居宅介護支援 

【期間】１年 6 か月 ※開始時期は事業所毎に設

定 

【内容】介護サービスを利用していない見えない

時間帯に高齢者の生活リズムを把握することで、

生活リズムに変化が起きた際に介護事業者に注

意を促し早期に適切な介護ケアを行える環境を

整備するほか、あらかじめ設定した居室内の温度

設定を上回ったときにご家族等に通知を行なう。 

有り 
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図表 5 デスクトップリサーチ：ケアマネジメントにおけるテクノロジーの活用状況（調査結果） 

No 
雑誌名 

発売号 
記事タイトル 

掲載されている 

テクノロジー名 
記事概要 

1 

ケアマネ

ジャー 

2024 年 

9 月号 

今すぐできる！ケアマネジャー

のための ICT 活用術 

・クラウド勤怠管理システム 

・オンラインカレンダー 

・ビジネスチャット 

・クラウドストレージ 

・テレワークが可能な環境整備に必要なツールの紹介 

・テレワーク導入に向けた、「訪問が必要な業務」と「テレワーク

で対応可能な業務」の整理に向けた考え方の紹介 

2 

ケアマネ

ジャー 

2024 年 

8 月号 

今すぐできる！ケアマネジャー

のための ICT 活用術 
・クラウドストレージ 

・ケアマネジャー業務におけるペーパーレス化のメリット（業務

効率化・コスト削減・セキュリティ対策） 

・ICT 活用の実践方法（フォルダの作成方法等） 

3 

ケアマネ

ジャー 

2024 年 

7 月号 

今すぐできる！ケアマネジャー

のための ICT 活用術 

・タブレット端末 

・音声入力機能 

・ケアマネジメント業務におけるタブレット端末のメリット 

・タブレット端末の活用場面の紹介（訪問先での記録・オンライ

ンサービス担当者会議の開催・利用者家族への説明資料の提

示） 

4 

ケアマネ

ジャー 

2024 年 

5 月号 

今すぐできる！ケアマネジャー

のための ICT 活用術 

・音声入力機能 

・単語登録 

・クリップボード 

・クリップボード履歴ソフト 

（定型文の登録機能） 

・入力にかかる時間、転記にかかる手間等を削減するツールの

紹介 

5 

月刊ケアマ

ネジメント 

2024 年 

１月号 

「介護ＤＸ」の全体像：今、求めら

れる介護分野のデジタル化とは 

～目的と効果、海外事例からみ

る将来像～ 

・アシスティブ・テクノロジー 

（リフト等） 

・記録を分析するツール 

・電子申請システム 

（行政とのやり取りの効率化） 

・検索性の高いデータ・システム 

（介護サービス情報公表システム等） 

※記事内の見出し 

１．介護 DX の背景と現状 

２．デジタル化の効果 

３．デンマークにおける介護 DX 

４．介護 DX を進めるには 
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No 
雑誌名 

発売号 
記事タイトル 

掲載されている 

テクノロジー名 
記事概要 

6 

月刊ケアマ

ネジメント 

2024 年 

1 月号 

座談会「ケアマネジャーと ICT」 

生産性向上に賛成！ ICT の

「謎の不安」払拭し、利用者との

時間を 

・チャット 

・オンラインカレンダー 

・オンラインアドレス帳 

・クラウドストレージ 

・オンラインアンケート 

・音声入力機能 

・定型文登録機能 

・生成 AI 

・提供票等の送受信ができるツール

（ケアプランデータ連携システム等） 

・生産性向上への期待はあるが、多忙により ICT 化に取り組む

余裕がない。 

・国／民間のデータ連携システムが混在することへの批判 

・逓減制の緩和に対する批判 

・オンラインモニタリングへの期待 

・ICT を活用しているケアマネジャーによる取組紹介 

7 

月刊ケアマ

ネジメント 

2024 年 

1 月号 

地域の ICT 化支援 ICT で地

域の介護・福祉の質向上 「人と

の関係性構築」を前提に 

・kintone 

・音声入力機能 

・電子カルテ 

・有限会社あんしん村グループにおける以下の独自の取組の紹

介 

・地域のケアマネジャー向けに ICT に関する知識を共有する

「IT 介護支援室」（YouTube「あんしん村チャンネル」でセミ

ナーの様子を公開） 

・記録や入力のペーパーレス化 

・LIFE への情報入力の電子化 

8 

月刊ケアマ

ネジメント 

2024 年 

1 月号 

生成 AI 活用でケアプラン作成 

最強タッグ「ChatGPT×ケアマ

ネジャー」 ケアマネジメント課

題解決のサポーター 

・生成 AI 

・生成 AI を活用したケアプラン作成の事例紹介 

・生成 AI を活用したケアプラン作成に関するこれまでの動向と

活用時の留意点に関する解説等 

9 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

なぜ今、OneDrive に移行す

るのか？ 
・OneDrive（オンラインストレージ） 

・紙媒体での書類保管のデメリット、コスト 

・オンラインストレージの紹介 

・OneDrive への登録方法の説明 

・OneDrive 使用時のデータ管理、ファイルの名前付けルール

の徹底についての説明 
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No 
雑誌名 

発売号 
記事タイトル 

掲載されている 

テクノロジー名 
記事概要 

10 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

やっぱり紙が安心！？ICT 化

の進まない介護業界 
無し 

・ICT 化に抵抗感のある居宅介護支援事業所の管理者やケア

マネジャーへのインタビューを通じて以下を聞き取り。 

・業務のやり方を変えることへの抵抗感がある。 

・慣れるまで時間がかかることへの懸念がある。 

・ICT 化して手違いでデータを消してしまうことへの不安があ

る。 

・モニタリング時に PC やタブレットを使用することに不快感を

示されることへの懸念がある。 

・紙ベースの作業や保管の方が楽に決まっているとの考えがあ

る。 

11 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

苦手な ICT 化を進める意義は

あるのか 

・カイポケ 

・タブレット 

・紙とタブレットの使い分けの考え方として、「紙のメリット」「具

体的な ICT の活用シーン」を例示。 

・ICT を活用することで、本来時間をかけたかった業務に時間

をかけられるようになる等のメリットの説明 

・ICT に苦手意識がある人でも、少しずつ活用することで 1 つ

でも業務負担を軽減できる等のスモールステップでの導入に

向けた説明 

12 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

まずはここから変えてみよう！

時短の工夫３M（ムダ・ムラ・ム

リ）をなくす３つのポイント 

・電子 FAX（複合機の機能） 

・ショートカットキー 

・PC の単語登録機能 

・電話のデメリット 

・複合機、PC の便利機能の紹介 

13 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

テレワークからの学び～コミュ

ニケーションの大切さ～ 
無し 

・テレワーク導入後の 1 日の流れ、テレワークのメリット／デメ

リット等の説明 

14 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

ICT は地域力 無し 
・ICT 化の効果として、地域内の情報共有を円滑にすることの

説明 
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No 
雑誌名 

発売号 
記事タイトル 

掲載されている 

テクノロジー名 
記事概要 

15 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

ICT 化は丁寧に～顔と顔が見

えるコミュニケーション～ 

・カイポケ 

・サイボウズ 

・タブレット 

・カイポケの活用例：利用者の情報共有、電子カルテ、請求業務

等 

・サイボウズの活用例：勤怠管理、スケジュール管理、研修報告、

社員同士の情報・メッセージ共有、申請業務（休暇、残業、交通

費、研修費など）、アプリ作成 

・ICTが苦手な職員へ浸透させるための工夫を事例として紹介 

16 

TeLiDe 

(テリデ) 

vol.2 

時間を創る ICT ・IC カードによる勤怠管理 
・定期的な買い出し、勤怠管理を ICT 化することで業務時間の

削減につなげた事例の紹介 
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2.4  展示会等での情報収集の実施 

2.4.1  調査対象 

以下の展示会のホームページより、出展商品の一覧を調査対象とした。 

➢ CareTEX東京’24（令和 6年 7月 30日～8月 1日開催） 

➢ H.C.R.2024（令和 6年 10月 2日～4日開催） 

2.4.2  調査時期 

令和 6年 7月～10月 

 

2.4.3  調査結果 

介護現場で活用されているテクノロジーについて、介護ロボットの重点分野、テクノロジーに関する区

分等によって、出展商品を整理した（図表 6）。この中には介護施設等で活用されている商品も多数含

まれることから、居宅のケアマネジャーの業務に活用できると考えられる商品に絞り再抽出・整理を行っ

た（図表 7）。その結果、ケアマネジメント業務に活用できるテクノロジーとして、情報収集・課題分析が

64件、ケアプラン作成が 4件、サービス担当者会議が 34件、給付管理が 35件に絞られた。 

また、アセスメント・モニタリングで活用できると考えられる見守り機器等についても、施設での活用を

想定している商品が多いことから、そのうち、ケアマネジメントと関連して、在宅でも活用が可能と思わ

れる商品をさらに精査した（図表 8）。また、AI を活用した商品・サービスで用いられている AI の種類

をさらに精査した（図表 9）。調査結果概要は以下の図表 6～図表 9 の通り。調査結果の詳細につい

ては巻末資料にて別途示す。 
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図表 6  CareTEX’東京 24 および H.C.R.2024 の出展商品の抽出結果 

 

 

図表 7  ケアマネジャーの業務に活用できると考えられる商品の分類 
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図表 8  アセスメント・モニタリングで活用できると考えられる見守り機器等 

 

 

図表 9 AI を活用した商品・サービスの詳細 

 

※AI については公開資料をもとに以下の機能をもとに分類（出所：総務省情報流通行政局地域通信振

興課『自治体における AI 活用・導入ガイドブック＜導入手順編＞』、総務省・経済産業省『AI 事業者ガ

イドライン（第 1.0版）』 

➢ 識別系AI：音声認識、画像認識、動画認識、言語解析 

➢ 予測系AI：数値予測、マッチング、意図予測、ニーズ予測 

➢ 実行系AI：表現生成、デザイン、行動最適化、作業の自動化 

➢ 生成系AI：文書、画像、プログラム等を生成 
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2.5  関係者へのヒアリングの実施 

居宅介護支援へのテクノロジーの活用に向けて、関係する協会や開発メーカー・ベンダー及び、実際

に活用する居宅介護支援事業所を対象にヒアリング調査を実施した。 

2.5.1  調査時期 

令和６年 11月～令和７年３月 

2.5.2  調査方法 

訪問またはオンラインにより実施した。 

2.5.3  協会向けヒアリング調査 

（1） 調査対象 

調査対象は以下の通り。 

 

図表 10 協会向けヒアリング調査の対象 

調査対象 概要 

一般社団法人日本ケアテック協会 介護現場でのテクノロジー活用の推進に向けて、製品

やサービスの開発、介護現場での利活用に向けた情報

発信等を実施。 

公益財団法人テクノエイド協会 介護現場での介護ロボット等の導入促進や、在宅での

福祉用具貸与・販売等に関する情報発信等を実施。 

一般社団法人日本介護支援専門員協会 介護支援専門員の資質の向上と地位の確立を図ること

を目的とした介護支援専門員の全国組織。 
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（2） ヒアリング項目 

主なヒアリング項目は以下の通り。 

 

図表 11 主なヒアリング項目（協会） 

１． 現場視点からみるテクノロジーの活用の状況 

• テクノロジー活用が想定される利用者様の姿 

• テクノロジー活用が想定される利用者様の住環境 

• 居宅介護支援におけるテクノロジー活用の方法 

• 居宅介護支援におけるテクノロジー活用にあたっての禁忌 

• テクノロジー活用の連携方法 

• テクノロジー導入時の課題 

• テクノロジーの中長期的活用時の課題 

• テクノロジー活用時における介護支援専門員の役割・責任 

• 機器の不具合等による緊急時の対応 など 

 

２． 協会様・会員様が注目するテクノロジー 

• 主な製品名・シリーズ名 

• 主な導入先 

• 導入にあたって必要な環境整備 

• 注目する（人気のある）機能 

• 効果を感じる活用場面・内容 

 

３． 今後のテクノロジー活用の展開について 

• 居宅介護支援としての対応方針 

• 在宅サービスへの展開について 

• 在宅サービス・居宅介護支援へ展開していくにあたっての課題 
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（3） ヒアリング結果 

協会向けの主なヒアリング結果は以下の通り。 

1） 一般社団法人日本ケアテック協会 

図表 12 主なヒアリング結果（日本ケアテック協会） 

ヒアリング項目 主なヒアリング結果 

現場視点から

みるテクノロ

ジーの活用の

状況 

• 生成系 AIについて、最近では活用事例も耳にするようになっている。また、バッ

クオフィス系は外すことが難しいだろう。コア業務にテクノロジーを入れることはな

かなか難しい。バックオフィスからフロントまで、さらに遠隔でのケアも含めて、現

場での活用状況を整理・検討するとよい。 

• AIを用いてケアプランを作るという分野については既に完成している印象があ

る。 

• ケアマネジャーの業務の中では、モバイル環境／クラウドへのアクセス向上も重

要である。 

今後のテクノロ

ジー活用の展

開について 

• ケアマネジャーの業務というより、相談援助業務の効率化をすることが必要であ

ると感じている。まず、生成系AIの活用は外せないのではないか。また、サービ

ス担当者会議のオンライン化のためのツールや議事録作成アプリなども活用され

ている。介護業界に特化したツールが必要なのか、或いは、ビジネスツールを介

護業界で活用することで解決するのか、という観点を踏まえて検討する必要があ

るのではないか。 

• 実際に在宅にテクノロジーを導入する際には福祉用具としての導入とケアマネ

ジャーのモニタリング用としての導入が考えられるが、福祉用具としての導入が

適しているのではないか。その際、福祉用具側とケアマネジャーについて、介護報

酬や運営基準等の面で整理が必要になる。これまでの実証等の経験からは福祉

用具としての導入が自然であり、ケアマネジャー側の費用として負担するのは報

酬とのバランスが合わないと考える。 

• 令和９年度の介護報酬改定に向けて、ケアマネジャーのデジタル中核人材の育成

と合わせて、必要なテクノロジーを可視化し、検討を進める必要があるのではな

いか。 
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2） 公益財団法人テクノエイド協会 

図表 13 主なヒアリング結果（テクノエイド協会） 

ヒアリング項目 主なヒアリング結果 

現場視点からみ

るテクノロジー

の活用の状況 

• 申請を受ける機器について、１台で複数分野に登録できる機器が増えている。 

• 通信機能を含む機器の比率が高まっている。台湾では介護サービス向けレンタ

ル通信インフラが開始されたと聞く。わが国でも検討する必要があるのではない

か。 

• 現在の機器導入主体は、「施設は施設、在宅は利用者自身。」という整理となっ

ている。バイタル測定機能や GPS機能を備えた機器は、その機能分の費用負

担が介護保険対象外であるため、導入の制約の一因となっている。レンタル機

器でも同様に課題となる。 

• 当協会では、モデムやＳＩＭを許容する独自ルールで運用している。カメラは

モーションカメラか否かで判断し、バイタルデータ収集やＧＰＳ機能などは不許と

している。 

• 在宅の見守り機器をどう定義づけるか整理すべきで、例えば、バイタルセンサー

タイプを含むのか、認知症徘徊感知器を見守り機器とするのか、などの点は整

理すべきである。 

• 障害福祉の支援機器給付では、明文化された基準と、ケースワーカーなどによ

る評価を踏まえ、自治体が給付の可否を最終判断する。高齢者介護でも、介護

保険の給付対象基準の明確化が必要ではないか。 

今後のテクノロ

ジー活用の展開

について 

• テクノロジーをケアマネジャーが独力で活用するのは難しい。テクノロジーの活

用事例が共有され「先進事例」として評価されれば、テクノロジーの普及・定着

に進む可能性がある。テクノロジーの使い方を見える化すると良い。 

• ケアマネジャーや福祉用具貸与事業所の関係者は、電子機器に関する知識が

十分あるわけではないという印象がある。そのような点は、メーカーとの連携

や、街の電気屋などと連携して補完する仕組みも必要ではないか。 

• 連絡通信について、例えば、業務に個人スマホを使わないなど、ルールを定めた

上で、ＩＣＴ機器やデータの活用を行うことが必要である。 

  



 

19 

3） 一般社団法人日本介護支援専門員協会 

図表 14 主なヒアリング結果（日本介護支援専門員協会） 

ヒアリング項目 主なヒアリング結果 

現場視点からみ

るテクノロジー

の活用の状況 

• 居宅介護支援事業所では書類作成が非常に多いので、それを補助するＩＣＴ技

術が非常に大切。支援経過記録やアセスメントなどを文字化するツールが有

効。無料で利用できるものが普及。 

• 時間の短縮、記録の抜け漏れの防止、という観点で外出先の入力が有効。 

• なお、今後、入力方法（手入力、音声入力等）は、ケアマネジャーのスキルに合わ

せ、効率性を検証して有効な方法を選択可能となることを期待。 

協会様・会員様

が注目するテク

ノロジー 

• ケアを支えるサービス事業者、医療関係者、行政、介護予防事業者等と、ＳＮＳ

のチャットのように連絡できるツールの導入に期待。 

• 関連する全ての関係者が共有することが大切。公的に整備されることを期待。 

• 現在主役となっている電話（通話）で生じている、「多忙な相手と繋がるまでの

時間」の大幅削減が可能。 

今後のテクノロ

ジー活用の展開

について 

• 利用者の生活行動に関する情報を、ケアマネジャーが画像等で収集・蓄積する

ツールがあるとよい。 

• ある程度自立した生活ができる段階から蓄積することで、利用者の生活に合わ

せたきめ細かいその後のリハビリやケアの目標設定に活用するツールの整備を

期待。 

• 情報を蓄積するクラウドサーバーを地域で整備することで、利用者に関わる医

療・介護関係者などで円滑に共有できる体制を求める。 

• ＡＩは、助言役としての活用が想定されるが、本格導入は今後の課題。 
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2.5.4  メーカー・ベンダー向けヒアリング調査 

（1） 調査対象 

展示会等での情報収集の調査結果から、以下の介護ソフトまたは在宅での活用を想定した介護ロ

ボットの開発メーカー・介護ソフトベンダー計４社を調査対象としてヒアリングを実施した。 

図表 15 調査対象（メーカー・ベンダー） 

調査対象 

介護ソフト 

介護ロボット等 アセスメント 

/モニタリング 
ケアプラン作成 

記録作成・管理/

給付管理 

介護ソフト A － 〇 〇 － 

介護ソフト B － 〇 － － 

介護ロボット C － － － 
在宅向け 

見守りセンサー 

介護ロボット D － － － 排泄支援機器 

（2） ヒアリング項目 

主なヒアリング項目は以下の通り。 

図表 16 ヒアリング項目（メーカー・ベンダー） 

１. 基本情報 

• 主な製品名・シリーズ名（主要構成） 

• 主な導入先（販売先） 

• 導入にあたって必要な環境整備等 

• 主な機能 

• 主な活用場面・内容 

２. 居宅介護支援におけるテクノロジーの活用 

• テクノロジー活用が想定される利用者像 

• テクノロジー活用が想定される住環境 

• テクノロジー活用の方法 

• テクノロジー活用にあたっての禁忌 

• テクノロジー導入時の課題 

• テクノロジーの中長期的活用 

• テクノロジー活用時における介護支援専門員の役割・責任、緊急時の対応 

３. 今後の展開について 

• 在宅サービスへの展開について 

• 居宅介護支援への対応について 

• 在宅サービス・居宅介護支援へ展開していくにあたっての課題 

• 介護保険分野へ展開するにあたっての課題 
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（3） ヒアリング結果 

メーカー・ベンダー向けの主なヒアリング結果は以下の通り。 

 

図表 17 メーカー・ベンダー向けヒアリング結果：基本情報・居宅介護支援におけるテクノロジーの活用 

対象 主なヒアリング結果 

介護ソフト • 利用者基本情報の管理システム、ケアプランやサービス利用状況、請求実績等の管理

システム、アセスメントシステムなど、必要なシステムを自由に組み合わせて利用する。

また、居宅サービス計画書やモニタリング等の期限管理やサービス提供票・サービス

利用票の文書作成支援等が可能である。（介護ソフトA） 

• AIケアプラン機能を標準装備しており、要介護認定に使用される認定調査の 74項

目を入力することで、改善、維持、悪化について予測が提示され、改善につながるサー

ビスの提案がなされる。（介護ソフト A） 

• AIケアプラン機能は、活用している事業所では、繰り返し活用していることを確認し

ているが、認知が進んでいないため、活用していない事業所の方が多い。（介護ソフト

A） 

• AIケアプランのソフトウェアを開発し、過去データの分析に基づくケアプランの提案、

AIチャット機能によるインテーク時の相談、ケアマネジメント手法に則したアセスメント

支援等の機能を実装している。その他、入院時情報提供書の作成機能等もある。（介

護ソフト B） 

• 操作面では、パソコン、タブレット、スマートフォンのいずれでもブラウザさえあれば利

用可能である。（介護ソフト B） 

• 当社から居宅介護支援事業所への直販だけでなく、他社の介護ソフトに標準搭載の

機能として販売している。（介護ソフト B） 

• 自治体が購入し、管内の地域包括支援センターで活用したり、ケアプラン点検の参考

資料として活用したりしている事例がある。（介護ソフト B） 

介護ロ

ボット等 

• CO2センサー・温度センサー・湿度センサーを内蔵し、SIMを通じて 5分に一度デー

タをクラウドサーバーに集約する。CO2濃度・温度・湿度の推移によって人の在・不在

を確認することが可能である。取得した情報の閾値を設定し、専用アプリ（PC、タブ

レット、スマホ）で換気・熱中症・乾燥等に関するアラートを表示する。（介護ロボット

C） 

• 本機は、生存確認を家族等に知らせたい本人が自宅で利用することを想定し販売し

ている。また、介護機器として認められるための製造体制整備のハードルが高いことも

あり、承認を得ておらず、施設等への納入実績はない。（介護ロボット C） 

• 超音波センサーを使用して膀胱内の尿のたまり具合をリアルタイムで計測し、排尿の

タイミングを通知するウェアラブルデバイスである。専用お知らせ機器でのデータ閲覧

だけでなく、スマートフォンでの閲覧や、Wi-Fi 接続による遠隔での閲覧も可能であ

る。（介護ロボット D） 

• 遠隔でのデータ閲覧の事例は少なく、同居家族の排尿リズムの把握に伴う、介助やオ



 

22 

対象 主なヒアリング結果 

ムツ交換等に活用されるケースが多い。ケアマネジャーが閲覧する事例はまだ少ない

が、訪問看護師や訪問介護士が、取得したデータを後から振り返る事例はある。（介

護ロボット D） 

 

図表 18 メーカー・ベンダー向けヒアリング結果：主な今後の展開について 

対象 今後の展開について 

介護ソフト • サービス計画書などの文章作成支援に関して、居宅介護支援事業所のニーズが大き

いことを把握しているが、現状の AI が作成した文章は修正する手間が大きいため、

過去履歴の閲覧・転記等による文章作成支援に留まっている。また、居宅介護支援事

業所業界での AI 活用では、学習に必要な匿名加工データの取得に伴うコストや、標

準化されていないインフォーマルサービス等の学習に苦慮している。（介護ソフトA） 

• 居宅介護支援事業所はコスト確保が難しいため、機能追加による増額の提案が難し

い。顧客要望に応えるアップデートを行っている。（介護ソフト A） 

• タブレット端末やスマートフォン等のマルチデバイスでの対応にニーズがある（介護ソ

フトA） 

• 今までに実施した多くの実証事業ではタイムスタディ調査や定性的なアンケート調査

を実施し、効果が検証出来た。加えて、一部の居宅介護支援事業所において売上げや

利益等の経営面でも AI ケアプランの活用にメリットが出ることを実証した。このよう

なメリットの例を提示していくことで、小規模事業所でもAIケアプランの導入を検討し

てもらえるようにしたい。（介護ソフト B） 

• 今までに実施した実証事業ではタイムスタディ調査や定性的なアンケート調査を実施

したが、売り上げや利益等の経営面でも AI ケアプランの活用にメリットがあることを

示し、小規模事業所でも導入を検討してもらえるようにしたい。（介護ソフト B） 

• ケアプランの提案の基として経時的変化を含むデータが必要であり、将来的に科学的

介護情報システム（LIFE）との連携ができると良いと考えている。（介護ソフト B） 

• 将来的に、国が介護情報基盤を整備した際、民間のソフトウェアとの情報連携がある

場合には対応できる仕様を整えている。（介護ソフト B） 

その他 

（ 介 護 ロ

ボット等） 

• 大手ハウスメーカーや公的研究機関の研究者と共に、スマートメーター（電力会社が

設置する通信機能付きの電力量計）の情報を組み合わせた存在確認システムの開発

を計画中である。（介護ロボット C） 

• 介護保険分野への参入は、長期的には目標としているが、実現までの諸課題が多いこ

とから、現状では CO2 濃度変化による存在確認に関して、信頼性の評価・認知を高

めることが優先と考えている。事業展開も現状方針を堅持しつつ拡大を目指す予定で

ある。（介護ロボット C） 

• 介護保険の福祉用具貸与・販売の対象として認められた結果、エンドユーザー起点で

の居宅利用の購入者数が増加した。ただし、本製品は新しいカテゴリの特定福祉用具

であるため、ケアマネジャーや福祉用具専門相談員への活用方法の周知に課題があ
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る。今後、ケアマネジャーや福祉用具専門相談員への活用方法の周知の強化及び、継

続してエンドユーザーへの周知が有効であると考えている。（介護ロボット D） 

• 遠隔でのデータ閲覧について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の担当者が遠隔

でデータを閲覧し、訪問の優先順位を決定するという活用方法を検討している。（介護

ロボット D） 
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2.5.5  居宅介護支援事業所向けヒアリング調査 

（1） 調査対象  

調査対象は以下の通り。 

 

図表 19 居宅介護支援事業所向けヒアリング調査の対象 

事業所 所在地 職員数 利用者数 概要 

居宅介護支援

事業所A 

北海道 介護支援専門員

18名 

事務員６名 

SE１名 

約 490名 

（要介護 400名、

介護予防 90名） 

事務員も含め全職員がテレ

ワーク可能な環境を整備

（事業所には常時、事務員１

名以上が勤務） 

居宅介護支援

事業所 B 

静岡県 介護支援専門員

１名 

要介護 43名 

要支援 15名 

事業所開設時（2023年）

から ICT活用（PC、タブ

レット、介護記録、携帯用ス

キャナーなど） 

居宅介護支援

事業所 C 

京都府 介護支援専門員

7名 

約 120名 

 

事業所開設時（2023年）

から ICT導入やテレワーク

等の働きやすい環境を整備 

居宅介護支援

事業所 D 

埼玉県 介護支援専門員

１名 

45名程度 

 

事業所開設時（2017年）

から ICT活用（PC、タブ

レット、介護記録、医療介護

連携ツールなど） 

居宅介護支援

事業所 E 

大阪府 介護支援専門員

4名 

（常勤 2名、非

常勤 2名）、事

務員 1名（非常

勤） 

30名程度 事業所開設時（2024年）

から ICT導入やテレワーク

等の働きやすい環境を整備 

居宅介護支援

事業所 F 

静岡県 介護支援専門員

5名 

約 220名 

（要介護 180名、

介護予防 40名） 

PC、コミュニケーションツー

ル、介護記録等の ICTを

活用、事業所での勤務また

は直行直帰が中心 

居宅介護支援

事業所G 

静岡県 介護支援専門員

6名 

316名（介護予防

を含む） 

ICT導入（PC、コミュニ

ケーションツール、介護記録

など）やテレワーク等の働き

やすい環境を整備 

居宅介護支援 長崎県 管理者 1名、介 172名 1年半前からテレワークを
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事業所 所在地 職員数 利用者数 概要 

事業所 H 護支援専門員 5

名 

（要介護 153名、

要支援 20名） 

導入、半年前から PCを持

参しての居宅訪問を開始

し、効率的な働き方を重視 

居宅介護支援

事業所 I 

富山県 介護支援専門員

４名（令和７年４

月より３名新規

採用予定） 

約 90名 ICT導入（ノートパソコン、

タブレット、スマートフォン、

クラウド型の介護ソフト・ドラ

イブやグループウェア等）に

より、直行直帰や柔軟な働

き方を実現 

居宅介護支援

事業所 J 

北海道 介護支援専門員

16名 

約 389名 クラウド型の介護ソフトや

ノートパソコン、スマートフォ

ンを活用し、オフィスワーク

とテレワークのハイブリット

型の働き方を実現 

居宅介護支援

事業所 K 

大分県 介護支援専門員

5名 

約 180名（要支援

含む） 

事業所開設時からテレワー

クを導入しており、AIや音

声入力等を含む、テクノロ

ジー活用に積極的 

居宅介護支援

事業所 L 

大阪府 介護支援専門員

9名、事務員 2

名 

約 250名（要支援

含む） 

テレワークや会議のハイブ

リッド開催を導入する等、時

間と場所に縛られない働き

方を重視  
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（2） ヒアリング項目 

主なヒアリング項目は以下の通り。 

 

図表 20  ヒアリング項目（居宅介護支援事業所） 

１． 貴事業所の基本情報 
• 職員数（ケアマネジャー、事務員等） 
• 利用者数 
• ケアマネジャーの平均経験年数、平均年齢 
• 勤務形態（テレワークの活用状況等）  
 

２． テクノロジー活用のユースケース 
• 活用しているテクノロジー 
• テクノロジーの活用場面 
• テクノロジー導入前に抱えていた課題 
• テクノロジー導入時の対応内容 
• テクノロジー導入後に感じている効果 
• テクノロジー導入後、現在感じている課題  
 

３． 今後の展開について 
• ケアマネジメント業務を実施する上でテクノロジーを活用できる業務・想定する機器 
• 在宅利用者について、テクノロジーの活用でケアマネジャーとして得たい情報・得られると考

えられる情報 
• テクノロジーの普及促進に向けた制度や支援等 

 

 

（3） ヒアリング結果 

居宅介護支援事業所向けの主なヒアリング結果は以下の通り。 

図表 21  居宅介護支援事業所向けヒアリング結果：基本情報、テクノロジー活用のユースケース 

調査対象 主なヒアリング結果 

居宅介護支援事業所A • 導入機器は、クラウド型グループウェア、独自開発したアプリケーショ

ンである。その他、利用者・サービス事業所との連絡はチャットツール

を活用している。 

• 組織立った ICT活用の際に教育コスト（研修にかかる時間・人手）の

低減に資するのが業務のアプリケーション化であると考え、社内ツー

ル作成に力を入れている。（例：新規相談時の契約業務に必要なプロ

セスの自動化等） 

• バックオフィスの職員に担当してもらう業務を整理して切り出すことが

重要と感じている。業務の分担・移管・集約が整理できていないと、

ICTを導入したとしても結局のところ情報が煩雑になり、組織として

活用しづらい。 

居宅介護支援事業所 B • 導入機器は、パソコン（インターネット接続有）、スマートフォン、タブ
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調査対象 主なヒアリング結果 

レット、携帯用スキャナー等であり、介護ソフト、インターネット FAX、

クラウドストレージ、AIによるケアプラン提案アプリケーション等を活

用している。その他、利用者・サービス事業所との連絡はチャットツー

ル、を活用している。 

• インターネット接続ができない介護ソフトは不適切と考えている。イン

ターネット接続ができないだけで、セキュリティ対策が強固なメール等

の選択肢もなくなるため、FAXや紙媒体でのやり取りをせざるを得

なくなる。 

居宅介護支援事業所 C • 主な導入機器は、クラウドサービスを活用した社内ポータル、介護ソフ

ト、インターネット FAX等である。また、社用携帯を貸与しており、事

業所や利用者とケアマネジャーが直接電話でやり取りできる体制を整

備している。 

• テクノロジーの導入により、テレワークが可能となったため、子育て世

代も勤務できるようになったことが一番の効果である。予定通りの採

用人数を確保することにも繋がっている。 

居宅介護支援事業所 D • 導入機器は、スマートフォン、タブレット、Wi-Fiルーター、パソコンで

あり、介護ソフト、医療介護連携ツール、クラウドストレージを活用して

いる。外出先でもアクセス可能である。その他、利用者・サービス事業

所との連絡はチャットツール、メールも活用している。 

• 情報管理の効率化、対外交渉の効率化がケアマネジャーにとって

ICTを有効活用するためのポイントではないか。 

居宅介護支援事業所 E • 主な導入機器はパソコン、スマートフォン、インターネット FAX 等であ

り、介護ソフト、チャットツール、オンライン会議ツール、スプレッドシー

トの他、独自のアセスメントツールを活用している。 

• 比較的交通網が発達している地域ではオンラインでのやり取りに必要

性を感じないため、オンライン会議ツールの実用的な運用は難しく、事

業所内での活用にとどまる。 

• テクノロジー導入に対する職員の抵抗感が大きい場合も、チャット

ツールだけでも導入すれば状況が変わり、ケアマネジャーだけでなく、

他のサービス事業所や利用者・家族の負担も軽減できる。 

居宅介護支援事業所 F • 導入機器は、パソコン、スマートフォン等であり、介護ソフト、チャット

ツール等を活用している。一方で、事業所内会議は対面実施としてお

り、利用者・家族とのやり取りは対面・電話・ショートメールが中心であ

る。 

• アセスメントやモニタリングは対面で実施する必要性があると感じて

いる。例えばモニタリングでは、本人の状態だけでなく、家の状況など

実際に訪問しなければ把握できない情報もある。 

• 介護ソフトを活用した情報共有とチャットツールを活用したオンライン
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調査対象 主なヒアリング結果 

でのやり取りを導入すれば、業務の ICT 化として一定の合格ラインで

あると認識している。 

居宅介護支援事業所G • 導入機器は、パソコン、スマートフォン等であり、介護ソフト、チャット

ツール等を活用している。利用者・家族とのやり取りは、状況に応じ

て、チャットツール・電話・ショートメール等を活用している。また事業

所とのやり取りは、電話や FAXが多い。 

• ケアマネジャーの平均年齢が高い中で、テクノロジーの活用に慣れて

いない職員が多い点が課題であり、テクノロジーの定着には時間と労

力を要する。 

• スマートフォンの導入により、事業所外での作業が可能になったこと

は、特に効率化されたと感じる点である。 

居宅介護支援事業所 H • 導入機器は、パソコン、スマートフォン、介護ソフト等を活用している。

サービス事業所や利用者・家族への連絡は電話・メール・FAXが中心

となっている。モバイル PC・スマートフォンの導入により、居宅訪問の

隙間時間に事務作業が可能となったことに効果を感じている。 

• ケアプランデータ連携システムの導入も検討しているが、近隣に活用

している事業所がなく、連携先がいない。他事業所が導入しない理由

として、「システムの活用イメージがわからない」「連携可能な事業所

が少ない」「困っていると感じていない」という点が挙げられる。 

居宅介護支援事業所 I • 導入機器は、パソコン、タブレット、スマートフォン等であり、介護ソフ

ト、チャットツール、オンライン会議ツールを活用している。チャットツー

ルは事業所内の連携や利用者と連絡に使用している。業務に関する

連絡はグループチャットの中でメンション機能を使用し、連携状況を

可視化している。 

• FAXが届くとクラウドストレージに自動保存されるようにしている。 

• 生成AIをベースとしたアプリケーションによる記録作成を活用してい

る。サービス担当者会議や支援経過の記録に活用しており、手作業は

微調整程度で済んでいる。 

居宅介護支援事業所 J • 導入機器はスマートフォン、テレワーク希望者向けのパソコンである。

介護ソフト、チャットツール、クラウドストレージを活用している。当事業

所の職員はオンライン会議の扱いに慣れておらず、テレワーク中心の

職員も週次のミーティングには対面で参加している。 

• 他法人とのつながりの場として、チャットツールで地域のサービス事業

所に関る情報や介護保険制度に関する情報交換を実施している。 

居宅介護支援事業所 K • 導入機器は、パソコン、スマートフォン等であり、チャットツール、医療

介護連携ツール、生成AI、画像文字起こしツール、音声入力ツール等

を活用している。医療介護連携ツールは、市の地域包括支援センター

が推奨していることで、6割程度の事業所が活用している。 



 

29 

調査対象 主なヒアリング結果 

• 生成 AI を活用して、ケアプラン作成、アセスメント情報の整理、支援

経過の整理、申請書類の作成等を実施しており、業務の効率化を感

じている。また、画像文字起こしツールや音声入力ツールを活用し、情

報の入力作業も効率化している。 

• テクノロジーの導入時には職員も苦労していたが、テクノロジーが浸

透した現在では欠かせないものとなっている。 

居宅介護支援事業所 L • 導入機器は、パソコン、スマートフォン、介護ソフト等を活用している。

利用者・家族とのやり取りは、利用者に合わせてチャットツール、メー

ル、ショートメール等を活用しており、電話は極力避けている。サービ

ス事業所とのやり取りは電話・FAX が主であり、メールでやり取り可

能な事業所は 1割程度に留まる。 

• 書類作成業務について、担当者レベルで生成 AI や音声入力の活用

を開始している。1/2 程度の業務削減につながっていると感じてい

る。ただし、AI要約ソフト等で生成されたテキストを書類に転写する作

業は未だに負担が大きい。 
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図表 22 居宅介護支援事業所向けヒアリング調査結果：今後の展開について 

調査対象 主なヒアリング結果 

居宅介護支援事業所A • 一人暮らし、二人暮らしの高齢者が増加しているうえ、北海道のよう

な雪国という状況では、ケアマネジャーが直接確認しなくても利用者

の状況をある程度把握できる仕組みは必要である。 

• 利用者お一人に対応するチームのチャットをケアマネジャー主導で作

成できるよう、地域で各職種が使用するツールを統一できるとよいの

ではないか。 

• 行政窓口が ICT化していないことが、テクノロジーの普及促進の足

かせであると感じる。メールでの書類提出が不可の場合や押印が求

められる場合が未だに残っている。 

居宅介護支援事業所 B • 独居の方の安否確認ができるツールは有用と考えられる。確認に行っ

た後に救急車の同乗や入院手続きの代行をせざるを得なくなるとシャ

ドウワーク化するが、行政で身元保証の体制があると独居の方が安心

して暮らせるのではないか。 

• テクノロジーの普及促進に向けては保険者からのある程度の強制力

が必要と感じる。地域の施設長会議等、決定権がある人が集まる場で

周知をしてもらうことが効果的ではないか。 

居宅介護支援事業所 C • 介護システム上でのデータ連携が統一化されると良い。介護ソフト会

員同士のデータ連携は非常に便利であるが、非会員事業所とのデー

タ連携が課題である。 

• システム導入を一から始める場合、何が不明点か精査することから始

まるため、日常業務と並行して導入を進めることは極めて難しい。プ

ロによるコンサルティングを活用することで、システム導入までのタイ

ムスケジュールをスピーディーに設定できた。 

居宅介護支援事業所 D • 本来、独居者の生活リズム（起床、外出、入浴、就寝など）は把握した

いが、現状、把握できない場合もケアプランの作成は可能である。度

を超えると、生活支援ではなく生活の管理となりかねない。 

• 医療保険のように加算により ICT導入を誘導すればよいのではない

か。介護保険では導入補助金はあるが加算がない。業務効率化だけ

では動機づけにならない。加算が算定できるようになると判りやすくて

よいのではないか。 

居宅介護支援事業所 E • アセスメントにおける書類作成業務の効率化の観点で、入力した情報

を基に課題分析・ケアプラン作成を行うツールに関心がある。オンライ

ンモニタリングについては、実施条件が厳しいため活用していない。 

• テクノロジー導入を伴走する体制があれば、うまく浸透する場合もあ

る。行政も参画の上で、チャットツール等のテクノロジーに触れる機会

を作ると良いのではないか。 
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調査対象 主なヒアリング結果 

居宅介護支援事業所 F • 経験の積んだケアマネジャーであれば、AI に情報を入力している時

間でケアプランを作成することができる。地域性等は考慮せず、AI を

用いて短時間で中程度のクオリティのケアプランを作成するという形

であれば活用可能ではないか。「質の向上」ではなく「質の担保」に活

用できる。 

• ケアマネジャーが何もしなくて良い状況が、利用者にとって最も望まし

く、困ったときに相談される関係性を構築することが重要である。介護

は個別性が高い分野であるため、統一化したテクノロジーの活用推進

は望ましくない。 

居宅介護支援事業所G • 生成AIの活用を検討している。文書の要約や書類の自動転記、多職

種連携の情報共有等、業務の効率化に寄与すると考えている。対人

援助に時間を割くため、事務作業は簡略化したい。 

• 食事・排泄の状況把握やバイタルデータの把握等、見守り機器は利用

者の普段の生活状況の把握に活用できる可能性がある。テクノロジー

を用いて健康管理に係る情報を、把握することで、客観的なアセスメ

ントに繋がるという印象を有している。 

• テクノロジーを使いこなすための支援があると良い。また関係者が同

じ方向を向いていなければテクノロジーの普及は進まないため、国が

イニシアチブを取って進めてほしい。強制的に進める側面がなけれ

ば、介護業界の足並みは揃わない。 

居宅介護支援事業所 H • 音声入力機器の導入を検討したい。ケアマネジャーの主な業務はアセ

スメントやサービスへの接続であるが、事務的な作業に時間を要する

ため自動化したい。 

• 居宅介護支援では利用者の日中の情報は取得できるが夜間の情報

が把握できないため、見守り機器の活用による夜間の情報取得にも

期待している。 

居宅介護支援事業所 I • 一番必要なのは行政の DX 化である。認定調査の依頼を FAX です

る必要があり煩わしい。行政が中心となってDX化すれば地域全体で

も DX化が進むのではないか。テクノロジーの普及に向けても行政か

らの啓発や広報活動が必要である。 

• スマートスピーカー等を使った遠隔介護等の選択肢が出てきている

が、実際の実用化を進められる人がいない。今後事例が出てきて、気

軽に使えるようになれば良い。 

居宅介護支援事業所 J • FAX 文化を無くし、給付管理等のデータの送受信をチャットツールで

完結したい。メールでもなく、医療介護連携やケアマネジャーとサービ

ス事業所の連携を統一のチャットツールで実施できるようになるとよ

い。 

• 利用者との連絡もチャットツールで実施し、モニタリングの代替にでき
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調査対象 主なヒアリング結果 

るとよい。利用者宅に訪問しなくてもやり取りができ、遠方の利用者に

も対応できるようになれば日常的に利用者の状況を確認できる点が

利点である。そのためには利用者宅にも通信環境を整備する必要が

ある。 

居宅介護支援事業所 K • 画像から部屋の間取りを測定するツールや機能訓練中のバイタル

データを取得するウェアラブルデバイスに関心がある。また、特に独居

利用者の場合、睡眠状況をテクノロジーで把握することで、家族に安

心感を与えることも可能である。 

• 見守り機器等を活用して介護事業所とケアマネジャーが情報連携し、

「介護職だけで判断できる客観データ」を取得することが重要である。

また、排泄検知の機器等は定期巡回系のサービスを組み合わせるこ

とで効果的に活用できるのではないか。 

• テクノロジーの活用方法に関する支援体制があると良い。事業所のメ

ンバーのみ、あるいはケアマネジャー仲間同士での助け合いでテクノ

ロジー活用を促進するには限界があるため、ベンダー・メーカー等の

専門家による伴走支援が望ましい。 

居宅介護支援事業所 L • ケアマネジャーから医療機関・介護事業所への情報共有は電話が主

となっているため、多職種間の情報共有システムがあると良い。 

• 見守り機器を用いた利用者情報の把握は有効である。特に排泄状況

の把握が難しく、認知症を患う利用者からの聞き取りでは、正しい情

報が得られないことも多いため、客観的なデータは把握したい。 

• 遠隔での介護では TV電話等の通信機器が有効であるが、Wi-Fi環

境の課題は大きい。 
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2.6  テクノロジーのマッピングの整理 

調査結果及び検討委員会での議論を踏まえ、居宅の介護支援専門員（ケアマネジャー）が活用可能

なテクノロジーのマッピングを行った。マッピング実施にあたっては、ケアマネジャーの業務の軸及びテク

ノロジー活用の目的（業務効率化、質の向上、資質向上か）等の観点を踏まえ整理した。 

 

図表 23 居宅のケアマネジャーが活用するテクノロジーの業務の軸 

 

※上記左側の表の出所：株式会社三菱総合研究所令和４年度厚生労働省老人保健健康増進等事業

『居宅介護支援および介護予防支援における令和 3年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業』

報告書 
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ケアマネジャーの業務およびテクノロジー活用の目的別のテクノロジー例の整理結果は以下の通り。

テクノロジーの例が空欄の箇所については、現在活用が想定されるテクノロジーがない箇所であるため、

今後、追加開発等の余地がある箇所として整理を行った。整理結果は以下の通り。 

 

図表 24 ケアマネジャーの業務およびテクノロジー活用の目的別のテクノロジー例の整理結果 

業務 

（大項目） 

業務 

（小項目） 

確認項目 テクノロジーの例 業務 

効率化 

質

の

向

上 

資質

向上 

インテーク 

利用者から
の受付・相
談 

• 本人の主訴 
• 家族の有無と家族の主
訴 

• 本人が直接相談するこ
との理由 

• 本人が希望する支援 
• 契約に関する家族への
確認の必要性の有無 

• 相談支援：AIによ
るガイダンス 

- ○ ○ 

家族からの
受付・相談 

• 相談者の本人との続柄 
• 家族が代理で相談した
ことへの本人同意の有
無 

• 同居／別居 
• 相談者である家族の主
訴 

• 家族が認識する本人の
主訴 

•自動記録作成：文
字起こし、音声入力
（介護業務支援）  

○ - - 

近隣住民
からの受
付・相談 

• 相談の理由 
• 対象者の状況 
• 相談することへの本人
同意の有無 

• 他の近隣住民との関わ
り 

• 相談者の連絡先 
専門機関
からの受
付・相談 

- 
• 多職種間の電子
連携（コミュニケー
ション） 

○ - - 

初回面談
の日程調
整 

- • 日程調整ツール ○ - - 

初回面談
前の情報
収集・整理 

- － - - - 

契約締結 - 

• 契約書の電子締
結 

• 押印サービス・電
子サイン 

○ - - 

居宅サービ
ス計画作
成依頼届
出書の提

- 
• 届出書の電子申
請 

○ - - 
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業務 

（大項目） 

業務 

（小項目） 

確認項目 テクノロジーの例 業務 

効率化 

質

の

向

上 

資質

向上 

出 

アセスメン
ト 

他文書の
取り寄せ・
確認 

• 基本情報（受付、利用者
等基本情報） 

• 利用者の社会保障制度
の利用情報 

• 現在利用している支援
や社会資源の状況 

• 日常生活自立度（障害） 
• 日常生活自立度（認知
症） 

• 認定情報 

• 文書の電子閲覧・
電子共有 

• 帳票間の自動転
記（介護業務支
援） 

○ - - 

利用者・ご
家族等との
会話 

• これまでの生活と現在
の状況 

• 主訴・意向 
• 今回のアセスメントの理
由 

• 健康状態 
• ADL 
• IADL 
• 認知機能や判断能力 
• コミュニケーションにお
ける理解と表出の状況 

• 生活リズム 
• 排泄の状況 
• 清潔の保持に関する状
況 

• 食事摂取の状況 
• 社会との関わり 
• 家族等の状況 
• 居住環境 
• その他留意すべき事
項・状況 

• 相談支援：AIによ
るガイダンス 

- ○ - 

• 過去の情報の電
子閲覧・電子共
有：過去のケアプ
ラン、生活歴、既往
歴、服薬状況等 

• 自動記録作成：文
字起こし、音声入
力（介護業務支
援） 

○ - - 

医療側等
への照会 

• 健康状態 
• 口腔内の状況 
• 食事摂取の状況 

• 文書の電子閲覧・
電子共有 

• 多職種間の電子
連携（コミュニケー
ション） 

○ - - 

観察（五感
全般） 

• 健康状態 • 見守り服薬支援 ○ ○ - 

• ADL 
• 3Dセンサー、見
守りセンサー 

○ ○ - 

• IADL - - - - 

• 認知機能や判断能力 
• 認知機能測定（認
知症生活支援・認
知症ケア支援） 

○ ○ - 

• 清潔の保持に関する状
況 

- - - - 

• 口腔内の状況 - - - - 
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業務 

（大項目） 

業務 

（小項目） 

確認項目 テクノロジーの例 業務 

効率化 

質

の

向

上 

資質

向上 

• 食事摂取の状況 • 栄養管理ツール ○ ○ - 

• 居住環境 - - - - 

測定 

• 健康状態 
• 自動測定機器：
ウェアラブルデバ
イス 等 

○ ○ - 

• 認知能力や判断能力 
• 認知機能測定（認
知症生活支援・認
知症ケア支援） 

○ ○ - 

ケアプラン
の作成 

文書作成 - 
• 介護ソフト（他文書
からの自動転記、
自動記録作成） 

○ - - 

ケアマネと
しての専門
的な判断 

- 
• AIケアプラン作成
ツール 

- ○ ○ 

サ ー ビ ス
担当者会
議の開催 

参加者の
決定 

- - - - - 

日程調整 - • 日程調整ツール ○ - - 
ケアプラン
原案の交
付 

- • 文書の電子交付 ○ - - 

欠席者へ
の意見聴
取 

- • SNS ○ - - 

会議開催 - 
• オンライン会議
ツール 

○ - - 

ケアプラン
最終版の
交付 

- • 文書の電子交付 ○ - - 

利用者の
同意 

- 
• 押印サービス・電
子サイン 

○ - - 

モニタリン
グ 
 

他文書の
取り寄せ・
確認 

• 基本情報（受付、利用者
等基本情報） 

• 利用者の社会保障制度
の利用情報 

• 現在利用している支援
や社会資源の状況 

• 日常生活自立度（障害） 
• 日常生活自立度（認知
症） 

• 認定情報 

• 文書の電子閲覧・
電子共有 

• 帳票間の自動転
記（介護業務支
援） 

○ - - 
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業務 

（大項目） 

業務 

（小項目） 

確認項目 テクノロジーの例 業務 

効率化 

質

の

向

上 

資質

向上 

利用者・ご
家族等との
会話 

• これまでの生活と現在
の状況 

• 主訴・意向 
• 今回のアセスメントの理
由 

• 健康状態 
• ADL 
• IADL 
• 認知機能や判断能力 
• コミュニケーションにお
ける理解と表出の状況 

• 生活リズム 
• 排泄の状況 
• 清潔の保持に関する状
況 

• 食事摂取の状況 
• 社会との関わり 
• 家族等の状況 
• 居住環境 
• その他留意すべき事
項・状況 

• 相談支援：AIによ
るガイダンス 

- ○ - 

• 過去の情報の電
子閲覧・電子共
有：過去のケアプ
ラン、生活歴、既往
歴、服薬状況等 

• 自動記録作成：文
字起こし、音声入
力（介護業務支
援） 

○ - - 

医療側等
への照会 

• 健康状態 
• 口腔内の状況 
• 食事摂取の状況 

• 文書の電子閲覧・
電子共有 

• 多職種間の電子
連携（コミュニケー
ション） 

○ - - 

観察（五感
全般） 

• 健康状態 • 見守り服薬支援 ○ ○ - 

• ADL 
• 3Dセンサー、見
守りセンサー 

○ ○ - 

• IADL - - - - 

• 認知機能や判断能力 
• 認知機能測定（認
知症生活支援・認
知症ケア支援） 

○ ○ - 

• 清潔の保持に関する状
況 

- - - - 

• 口腔内の状況 - - - - 

• 食事摂取の状況 • 栄養管理ツール ○ ○ - 

• 居住環境 - - - - 

測定 

• 健康状態 
• 自動測定機器：
ウェアラブルデバ
イス 等 

○ ○ - 

• 認知能力や判断能力 
• 認知機能測定（認
知症生活支援・認
知症ケア支援） 

○ ○ - 

サービス事
業所への
照会 

• 居宅介護支援経過 
• サービス提供実施記録 

• 多職種間の電子
連携（コミュニケー
ション） 

○ - - 
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業務 

（大項目） 

業務 

（小項目） 

確認項目 テクノロジーの例 業務 

効率化 

質

の

向

上 

資質

向上 

目標達成
状況の確
認 

• サービス提供状況 
• ケア内容の適切性 
• 生活ニーズに対する目
標達成度 

• 総合的な援助方針との
整合性 

• 居宅サービス計画修正
の必要性 

- - - - 
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また、ケアマネジャーの業務プロセス別の負担感をもとに、負担解決につながる可能性のあるテクノロ

ジーについても整理を行った。整理結果は以下の通り。 

図表 25 ケアマネジャーの業務プロセスの負担感1と活用できるテクノロジー例の整理 

  

 

 
1 令和４年度厚生労働省老人保健健康増進等事業『居宅介護支援および介護予防支援における令和 3年度介護報酬

改定の影響に関する調査研究事業報告書」株式会社三菱総合研究所（令和５年３月） 

・パソコ

ン

・タブ

レット端

末

・AIケア

プラン作

成ツール

・契約書

の電子締

結

・押印

サービ

ス・電子

サイン

・給付管

理システ

ム

・伝送シ

ステム

・日程調

整ツール

移動

書類作

成・印刷

（ケｹｱﾌﾟ

ﾗﾝを除

く）

ｹｱﾌﾟﾗﾝ作

成・見直

し

契約・署

名、同意

取得

給付管理
書類整

理・保管

書類発

送・受領

（郵送

/FAX）

日程調整

利用者と

の連絡

（日程調

整を除

く）

関係者と

の連絡

（日程調

整を除

く）

会議への

参加

記録の作

成

研修等へ

の参加

移動・訪

問

観察・測

定
緊急対応

突発的な業務対応 51.9% ○

サービス担当者会議の

開催（招集、実施、記

録）

48.8% ○ ○ ○ ○ ○ ○

２４時間体制や休日の

緊急対応
44.5% ○

支援経過に関する記録 44.0% ○ ○ ○ ○

介護保険外サービスや

支援導入のための事業

所探し・調整

42.4% ○ ○

医療機関（主治医）と

の連絡・調整
42.4% ○ ○

書類の印刷・整理・

ファイリングなど
42.1% ○

サービス導入のための

事業所探し・調整
41.5% ○ ○

１ヶ月に１回のモニタ

リング結果の記録
40.3% ○ ○ ○ ○

介護保険サービス以外

のサービス申請や事業

者との調整

39.8% ○ ○ ○ ○

利用者の状態像等に関

するアセスメント
39.5% ○ ○ ○ ○ ○

入院先の医療機関（病

院等）との連絡・調整
39.2% ○ ○

初回のケアプラン作成 39.0% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

指導・監査等に対応す

るための諸準備
38.6% ○ ○

利用者の基本情報等の

転記などの反復入力作

業

38.2% ○

住宅改修に関する意見

書作成や福祉用具購

入・貸与に関わる申請

業務

37.7% ○ ○ ○ ○ ○

利用者宅への初回訪問

（重要事項説明・契約

業務を含む）

35.8% ○ ○ ○ ○ ○

制度の変更に伴う情報

等について利用者への

説明

34.9% ○ ○ ○

行政への様々な申請書

類等の作成
34.8% ○ ○ ○ ○

サービス担当者会議に

代わるサービス担当者

への専門的な意見の照

会

33.3% ○ ○ ○ ○

介護保険制度や関連制

度の説明
32.1% ○ ○ ○

利用者宅への月１回

（介護予防は３ヶ月に

１回）以上の訪問

32.0% ○ ○ ○ ○

行政への申請書類等の

提出
30.9% ○ ○ ○ ○

電話対応 30.4% ○ ○

目標の達成状況の評価 30.1% ○ ○ ○ ○

ケアプラン内容のモニ

タリング
29.2% ○ ○ ○ ○

サービス提供事業所と

の日常的な連絡・調整
28.2% ○ ○

その他

②負担の大きいも

の／居宅介護支援
業務プロセス

（R4居宅・介護支援専

門員調査票）

R4調査結果 書類関連 調整業務 会議等

ケアマネ業務に活用できるテクノロジーの

例

・届出書の電子申

請

・文書の電子閲

覧・電子共有

・帳票間の自動転

記（介護業務支

援）

・相談支援：AIによるガイダンス

・オンライン会議ツール

・自動記録作成：文字起こし、音声入力

（介護業務支援）

・多職種間の電子連携（コミュニケー

ション）

・SNS

・オンライン会議

ツール

・見守り服薬支援

・認知機能測定

（認知症生活支

援・認知症ケア支

援）

・栄養管理ツール

・自動測定機器：

ウェアラブルデバ

イス、マーカー、

3Dセンサー、見守

りセンサー（見守

り）等
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図表 26 【参考】ケアマネジャーの業務プロセスの実施状況と負担感2 

 

 

 
2 令和４年度厚生労働省老人保健健康増進等事業『居宅介護支援および介護予防支援における令和 3年度介護報酬

改定の影響に関する調査研究事業報告書」株式会社三菱総合研究所（令和５年３月） 

・パソコ

ン

・タブ

レット端

末

・AIケア

プラン作

成ツール

・契約書

の電子締

結

・押印

サービ

ス・電子

サイン

・給付管

理システ

ム

・伝送シ

ステム

・日程調

整ツール

移動

書類作

成・印刷

（ケｹｱﾌﾟ

ﾗﾝを除

く）

ｹｱﾌﾟﾗﾝ作

成・見直

し

契約・署

名、同意

取得

給付管理
書類整

理・保管

書類発

送・受領

（郵送

/FAX）

日程調整

利用者と

の連絡

（日程調

整を除

く）

関係者と

の連絡

（日程調

整を除

く）

会議への

参加

記録の作

成

研修等へ

の参加

移動・訪

問

観察・測

定
緊急対応

給付管理業務（実績確

認、国保連への請求事

務等）

28.1% ○ ○ ○ ○ ○

ＦＡＸ送信・受信後の

仕分け
27.3% ○ ○

介護サービス情報の公

表制度への対応
26.1%

ケアプランのサービス

提供事業所への交付
25.4% ○ ○

個別サービス計画書の

受領
24.7% ○ ○ ○

地域ケア会議への参加 24.2% ○ ○

ケアプランの利用者へ

の交付
21.7% ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村との相談・連携 21.7% ○

地域包括支援センター

との連携
20.6% ○

その他

②負担の大きいも

の／居宅介護支援

ケアマネ業務に活用できるテクノロジーの

例

・届出書の電子申

請

・文書の電子閲

覧・電子共有

・帳票間の自動転

記（介護業務支

援）

・相談支援：AIによるガイダンス

・オンライン会議ツール

・自動記録作成：文字起こし、音声入力

（介護業務支援）

・多職種間の電子連携（コミュニケー

ション）

・SNS

・オンライン会議

ツール

・見守り服薬支援

・認知機能測定

（認知症生活支

援・認知症ケア支

援）

・栄養管理ツール

・自動測定機器：

業務プロセス

（R4居宅・介護支援専

門員調査票）

R4調査結果 書類関連 調整業務 会議等

　
件
　
　
　
数

１
ヶ
月
に
１
回
の
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
結
果
の
記
録

目
標
の
達
成
状
況
の
評
価

支
援
経
過
に
関
す
る
記
録

給
付
管
理
業
務

（
実
績
確

認

、
国
保
連
へ
の
請
求
事
務

等

）

市
町
村
と
の
相
談
・
連
携

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
と

の
連
携

地
域
ケ
ア
会
議
へ
の
参
加

制
度
の
変
更
に
伴
う
情
報
等

に
つ
い
て
利
用
者
へ
の
説
明

指
導
・
監
査
等
に
対
応
す
る

た
め
の
諸
準
備

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表

制
度
へ
の
対
応

２
４
時
間
体
制
や
休
日
の
緊

急
対
応

突
発
的
な
業
務
対
応

電
話
対
応

Ｆ
Ａ
Ｘ
送
信
・
受
信
後
の
仕

分
け

書
類
の
印
刷
・
整
理
・
フ
ァ

イ
リ
ン
グ
な
ど

利
用
者
の
基
本
情
報
等
の
転

記
な
ど
の
反
復
入
力
作
業

行
政
へ
の
様
々
な
申
請
書
類

等
の
作
成

行
政
へ
の
申
請
書
類
等
の
提

出 無
回
答

874 856 852 857 779 781 821 561 817 669 556 663 816 857 814 846 814 810 805 9

100% 97.9% 97.5% 98.1% 89.1% 89.4% 93.9% 64.2% 93.5% 76.5% 63.6% 75.9% 93.4% 98.1% 93.1% 96.8% 93.1% 92.7% 92.1% 1.0%

865 103 112 150 106 58 0 209 302 334 226 133 162 96 236 364 330 301 267 185

100% 11.9% 12.9% 17.3% 12.3% 6.7% 0.0% 24.2% 34.9% 38.6% 26.1% 15.4% 18.7% 11.1% 27.3% 42.1% 38.2% 34.8% 30.9% 21.4%

865 128 145 190 132 73 0 209 302 334 226 161 205 116 236 364 330 301 267 165

100% 14.8% 16.8% 22.0% 15.3% 8.4% 0.0% 24.2% 34.9% 38.6% 26.1% 18.6% 23.7% 13.4% 27.3% 42.1% 38.2% 34.8% 30.9% 19.1%

865 349 260 381 243 188 178 209 302 334 226 385 449 263 236 364 330 301 267 104

100% 40.3% 30.1% 44.0% 28.1% 21.7% 20.6% 24.2% 34.9% 38.6% 26.1% 44.5% 51.9% 30.4% 27.3% 42.1% 38.2% 34.8% 30.9% 12.0%

865 57 27 79 28 19 22 11 10 17 12 70 47 0 0 14 24 13 8 655

100% 6.6% 3.1% 9.1% 3.2% 2.2% 2.5% 1.3% 1.2% 2.0% 1.4% 8.1% 5.4% 0.0% 0.0% 1.6% 2.8% 1.5% 0.9% 75.7%

865 1 0 3 151 8 3 2 4 44 50 13 12 88 103 68 36 58 62 632

100% 0.1% 0.0% 0.3% 17.5% 0.9% 0.3% 0.2% 0.5% 5.1% 5.8% 1.5% 1.4% 10.2% 11.9% 7.9% 4.2% 6.7% 7.2% 73.1%④事務員が関与している

①実施・担当している

②負担の大きいもの／介護
予防ケアマネジメント

②負担の大きいもの／介護
予防支援

②負担の大きいもの／居宅
介護支援

③携帯情報端末を活用し
ている

　
件
　
　
　
数

利
用
者
宅
へ
の
初
回
訪
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要
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介
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保
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制
度
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関
連
制
度

の
説
明

利
用
者
の
状
態
像
等
に
関
す

る
ア
セ
ス
メ
ン
ト

サ
ー
ビ
ス
導
入
の
た
め
の
事

業
所
探
し
・
調
整

介
護
保
険
外
サ
ー
ビ
ス
や
支

援
導
入
の
た
め
の
事
業
所
探

し
・
調
整

初
回
の
ケ
ア
プ
ラ
ン
作
成

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
の
開

催

（
招
集

、
実
施

、
記
録

）

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
に
代

わ
る
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
へ
の

専
門
的
な
意
見
の
照
会

住
宅
改
修
に
関
す
る
意
見
書

作
成
や
福
祉
用
具
購
入
・
貸

与
に
関
わ
る
申
請
業
務

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
以
外
の

サ
ー
ビ
ス
申
請
や
事
業
者
と

の
調
整

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
利
用
者
へ
の

交
付

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
サ
ー
ビ
ス
提

供
事
業
所
へ
の
交
付

個
別
サ
ー
ビ
ス
計
画
書
の
受

領 サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
所
と
の

日
常
的
な
連
絡
・
調
整

入
院
先
の
医
療
機
関

（
病
院

等

）
と
の
連
絡
・
調
整

医
療
機
関

（
主
治
医

）
と
の

連
絡
・
調
整

利
用
者
宅
へ
の
月
１
回

（
介

護
予
防
は
３
ヶ
月
に
１
回

）

以
上
の
訪
問

ケ
ア
プ
ラ
ン
内
容
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ

874 858 853 862 860 834 860 858 856 747 810 858 858 843 860 851 832 860 856

100% 98.2% 97.6% 98.6% 98.4% 95.4% 98.4% 98.2% 97.9% 85.5% 92.7% 98.2% 98.2% 96.5% 98.4% 97.4% 95.2% 98.4% 97.9%

865 162 118 166 171 173 273 183 102 123 127 64 79 59 63 99 125 99 72

100% 18.7% 13.6% 19.2% 19.8% 20.0% 31.6% 21.2% 11.8% 14.2% 14.7% 7.4% 9.1% 6.8% 7.3% 11.4% 14.5% 11.4% 8.3%

865 187 150 197 201 188 324 230 131 174 169 88 109 81 93 135 160 128 99

100% 21.6% 17.3% 22.8% 23.2% 21.7% 37.5% 26.6% 15.1% 20.1% 19.5% 10.2% 12.6% 9.4% 10.8% 15.6% 18.5% 14.8% 11.4%

865 310 278 342 359 367 337 422 288 326 344 188 220 214 244 339 367 277 253

100% 35.8% 32.1% 39.5% 41.5% 42.4% 39.0% 48.8% 33.3% 37.7% 39.8% 21.7% 25.4% 24.7% 28.2% 39.2% 42.4% 32.0% 29.2%

865 27 14 46 62 51 35 48 27 17 28 12 15 7 53 42 35 24 41

100% 3.1% 1.6% 5.3% 7.2% 5.9% 4.0% 5.5% 3.1% 2.0% 3.2% 1.4% 1.7% 0.8% 6.1% 4.9% 4.0% 2.8% 4.7%

865 9 2 1 2 2 0 1 1 3 3 4 18 11 4 2 2 0 1

100% 1.0% 0.2% 0.1% 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 0.1% 0.3% 0.3% 0.5% 2.1% 1.3% 0.5% 0.2% 0.2% 0.0% 0.1%④事務員が関与している

①実施・担当している

②負担の大きいもの／介護
予防ケアマネジメント

②負担の大きいもの／介護
予防支援

②負担の大きいもの／居宅
介護支援

③携帯情報端末を活用し
ている



 

41 

3.  居宅介護支援におけるテクノロジー活用のユースケース整理 

3.1  整理の概要 

居宅においては、施設系サービスと違い、住環境や家族といった多様な条件を踏まえたテクノロジー

の導入が必要と考えられる。そこで、前述２．で整理したテクノロジーのうち優先的に調査を行うテクノロ

ジーを選定の上、どのような活用のユースケースが想定されるか、整理した。 

3.2  居宅介護支援におけるテクノロジー活用のユースケース整理 

3.2.1  個別機器の例①：排泄支援機器 

（1） テクノロジーの概要 

遠隔でのデータ閲覧が可能な、在宅での活用が想定されるテクノロジーとして、センサーを使用して

膀胱内の尿のたまり具合をリアルタイムで計測し、排尿のタイミングを事前に通知するウェアラブルデバ

イスの排泄支援機器を例として、ユースケースを整理した。 

（2） テクノロジーを活用したユースケース（例） 

居宅における排泄支援機器の活用では、利用者の排尿に関する情報等を同居家族等が閲覧し、必要

に応じた排尿介助やパッドの交換等に繋げることが目的とされる。排泄支援機器の活用におけるケアマ

ネジャーの役割としては、特定福祉用具としての利用者・同居家族への提案やケアプランへの落とし込

み等が想定される。 

図表 27 排泄支援機器の例 
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3.2.2  個別機器の例②：見守りセンサー 

（1） テクノロジーの概要 

遠隔でのデータ閲覧が可能な、事業所での活用が想定されるテクノロジーとして、利用者の居室内

での動き出しを通知し、鮮明な映像でその状況をタイムリーに確認できる見守りセンサーを例として、

ユースケースを整理した。 

（2） テクノロジーを活用したユースケース（例） 

居宅における見守りセンサーの活用では、居室内の映像情報や徘徊に関する情報を閲覧し、居室内

の正確な状況把握や迅速な介助対応等に繋げることが目的とされる。2025 年 3 月現在、見守りセン

サーは特定福祉用具への認定がなされていないが、今後ケアマネジャーがこれらの情報を閲覧し、ケア

プランの作成やモニタリング等に活用することが想定される。 

図表 28 見守りセンサーの例 
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3.2.3  居宅介護支援のテクノロジー活用のユースケースの例①：現状 

前述の 2.5 関係者へのヒアリングの実施のヒアリング結果より把握された、現状、テクノロジーを積

極的に活用している居宅介護支援事業所のユースケースは、主に ICT 機器やソフトウェア（クラウド型

介護ソフト、ファイルサーバー、グループウェア・コミュニケーションツール等）を活用した、居宅介護支援

事業所外での業務を可能とする形が中心であった。現状の居宅介護支援事業所のテクノロジー活用の

ユースケースは以下の通り。 

ケアマネジャーが ICT機器やソフトウェアを活用し、居宅介護支援事業所だけでなく自宅や利用者宅

でも入力作業等の業務に従事することで、テレワークや直行直帰等の柔軟な働き方を導入する事例が

見られた。 

 

図表 29 居宅介護支援事業所のテクノロジー活用のユースケースの例①：現状 
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3.2.4  居宅介護支援のテクノロジー活用のユースケースの例②：将来像 

また、現在、開発中、もしくは未開発のものも含めて、ケアマネジャーの業務別に想定される、居宅介

護支援におけるテクノロジー活用の将来像について整理を行った。整理結果は以下の通り。 

インテークやアセスメントでは、ケアマネジャーと利用者・家族との面談時における、相談支援や自動

記録作成等の AI 技術の活用が想定される。また、多職種間の情報連携や過去の情報の電子閲覧等に

よって効率的に収集した情報を基に、ケアプラン素案を作成する AIも開発が進んでいる。 

サービス担当者会議の開催では、AI を用いた対面会議・オンライン会議の自動記録作成の活用が想

定される他、会議記録や多職種間の意見照会の結果をケアプランに反映するAIの開発も望まれる。 

モニタリングでは、オンラインモニタリングやセンサー類から得られた情報等を基に記録を作成する

AI の活用が想定される。一方で、これらの記録を基に目標達成状況の確認やケアプランの見直しを行

うツールについては今後の開発が望まれる。 
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図表 30 居宅介護支援事業所のテクノロジー活用のユースケースの例②：将来像 

 

 

 



 

46 

4.  居宅介護支援においてテクノロジーを活用する際の課題の検討 

4.1  分析・検討の概要 

１．～３.の調査を踏まえて、居宅介護支援においてテクノロジーを活用するにあたっての課題について、

検討委員会で議論の上、整理を行った。 

 

図表 31 居宅介護支援においてテクノロジーを活用する課題の観点 

 テクノロジーの活用シーン 

 活用するテクノロジーの中での優先順位 

 テクノロジー導入・利用にあたっての費用負担（貸与との関係性含む） 

 テクノロジー導入・利用にあたって必要な教育や支援 

 介護保険制度としてのテクノロジー活用の評価、テクノロジーの活用を取り入れた制度の改定

方向 

 居宅のテクノロジーにおける介護支援専門員の役割 

 

4.2  居宅介護支援においてテクノロジーを活用する課題の観点別整理 

居宅介護支援においてテクノロジーを活用する課題の観点別の、調査結果および今後の課題は以下

の通り。 

 

図表 32 居宅介護支援においてテクノロジーを活用する課題の観点別整理 

観点 調査結果 今後の課題 

テクノロジーの

活用シーン 

• 先進的な事業所では、ノートパソコン、タブレット端

末、スマートフォン等の持ち運びが可能な端末、介

護記録ソフトやコミュニケーションツール等ソフト

ウェアの ICT機器・ソフトウェアが活用されている。 

• その他、音声入力や自動記録作成も一部で活用さ

れている。 

• AI ケアプランについては、開発は進んでいるもの

の、現場での活用事例はまだあまり見られていな

い。 

• 一部、アセスメントやモニタリングの情報収集の際

に活用できる介護ロボット（センサー類）については

一部の実証以外、活用事例が見られなかった。 

• 下記観点を踏まえた居宅

介護支援における ICT

機器・ソフトウェア以外の

介護ロボット（センサー

類）の普及の方向性 

活用するテクノ • 居宅介護支援の課題解決の必要性（本務との関 • 優先順位をもとにした今
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観点 調査結果 今後の課題 

ロジーの中での

優先順位 

連、緊急性等）、現実的な活用可能性の両面から、

上記の事業所の普及度合（ICT 機器・ソフトウェア

→音声入力・自動記録→AI ケアプラン→介護ロ

ボット）をもとに優先順位を整理することが妥当と

考えられる。 

後の現場での普及策 

テクノロジー導

入 ・ 利 用 に あ

たっての費用負

担（貸与との関

係性含む） 

• 既に導入が進んでいる ICT 機器等のケアマネ

ジャーの業務効率化に資する機器については、事

業所の負担や ICT 補助金等を活用した導入が多

い。 

• まだ在宅での活用が進んでいないセンサー類につ

いては、まだ介護報酬の対象になっていないため、

居宅での活用を見据えた商品自体が少ない。 

• 在宅での普及を見据えた

福祉用具貸与・販売にお

けるセンサー類等の評価 

• 貸与・販売におけるケア

マネジャーの役割 

テクノロジー導

入 ・ 利 用 に あ

たって必要な教

育や支援 

• 現在はテクノロジーを活用する事業所内で自主的

に行われていることが多い。一部、自主的な研修会

等が地域、団体などで開かれる場合もある。 

• ケアマネジャー全般を対

象とした法定研修等にお

けるテクノロジー関連カ

リキュラムの追加や内容 

介護保険制度と

してのテクノロ

ジー活用の評

価、テクノロジー

の活用を取り入

れた制度の改定

方向 

 

（次 4.3 にて別途整理） 

 

（次 4.3 にて別途整理） 

 

居宅のテクノロ

ジーにおける介

護支援専門員の

役割 

• 見守りセンサー等による安否確認のニーズについ

てはケアマネジャー側でも一部あり。 

• 現状の見守りセンサー類は利用者の自費負担で導

入されている。 

• ケアマネジャーが活用す

る際の費用負担や責任

分解に関する更なる検討 

• 介護報酬、特に福祉用具

貸与・販売におけるセン

サー類の評価 
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4.3  介護保険制度としてのテクノロジー活用の評価 

現在の介護報酬体系および最近の介護報酬改定におけるテクノロジー関連内容を以下の通りに整理

した。 

居宅介護支援においては、令和３年度及び６年度介護報酬改定にて主にテクノロジー（ICT 機器やシ

ステム）を活用した際の、運営基準や基本報酬の優遇が既に導入されている。事業所運営にあたり最低

限、満たすべき基準に該当する運営基準については、令和６年度より一定の要件を満たした上でのテレ

ビ電話装置その他の情報通信機器（スマートフォン・タブレット等）を活用した他のサービス事業所との

連携によるモニタリング（オンラインモニタリング）を可能とした。また、基本的なサービスに対する評価で

ある基本報酬については、逓減制の適用緩和のテクノロジー関連要件（事務職員の活用以外）として、

令和３年度は ICT 機器等の活用としていたものを、令和６年度はケアプランデータ連携システムの活用

として見直しを行った。 

一方、居宅介護支援以外の短期入所系・居住系・多機能系・施設系サービスについては、処遇改善や

生産性向上による職場環境の改善に向けた先進的な取組を推進するため、令和６年度介護報酬改定に

て生産性向上推進体制加算の新設等の見直しを行った。業務効率化については、最近の介護報酬改定

では事業所の自主的な努力を促進するため、加算等で評価を行っているが、居宅介護支援についても

同様に加算等にて制度上の評価を追加するのかについては検討が必要と考えられる。また、制度上の

評価を行う際にはその根拠について、いかにその効率化の効果等を検証していくか、引き続き課題とし

て検討が必要である。 

 

図表 33 介護保険制度としてのテクノロジー活用の評価 
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5.  本事業のまとめ 

近年の介護現場においては、介護ロボット、センサー、ＡＩなど、様々なテクノロジーが活用されている。

これらを踏まえ、本事業では居宅介護支援においても、こうしたテクノロジーの活用が図られるよう、ケ

アマネジメントにおいて現状活用可能なテクノロジーを把握するとともに、将来を見据えた更なるテクノ

ロジー活用も検討し、居宅介護支援におけるテクノロジー活用を進めていくための課題等を整理するこ

とを目的に実施した。 

居宅介護支援におけるテクノロジーに関するデスクトップリサーチや展示会等での情報収集の結果、

昨今市販されている多くの介護分野のテクノロジーのうち、ケアマネジメントと関連して活用が想定され

るものは少なく、実証等の開発中のものも少ない現状が把握された。 

関係者へのヒアリング結果からは、現場側では居宅介護支援の業務の特性上、外出先等での業務を

可能とする ICT 機器やソフトウェア等の活用、またケアプランの作成や記録作成業務における一部の生

成 AI の活用事例、利用者・家族等や多職種間の調整役としてのコミュニケーションツールの活用の事

例等が見受けられた。一方、見守りセンサーや排泄支援機器等の介護ロボットの居宅での活用、並びに

居宅介護支援における活用については、一部、利用者の安否確認や日常的な情報の把握といった面で

の現場側のニーズがあるものの、まずは居宅での活用自体を進めるにあたるハードルとしての、現在の

介護保険制度、特に福祉用具貸与におけるセンサー類の評価や費用負担の部分が課題として挙げられ

た。 

上記、居宅介護支援におけるテクノロジーの把握の結果を受けて、ケアマネジャーの業務の軸及びテ

クノロジー活用の目的（業務効率化、質の向上、資質向上か）等の観点を踏まえて、居宅介護支援にお

いて現場側で業務負担の軽減のために活用できるテクノロジーについて整理を行うとともに、現在活用

が想定されるテクノロジーがなく、今後、追加開発等の余地がある業務の部分についても整理を行った。  

さらに、居宅介護支援におけるテクノロジー活用のユースケースとして、個別の排泄支援機器や見守

りセンサーにおいて現状想定されるケアマネジャーの役割について整理を行い、現状、一部の事業所に

て行われている ICT 機器やソフトウェア（クラウド型介護ソフト、ファイルサーバー、グループウェア・コ

ミュニケーションツール等）を活用したテクノロジー活用の現状のユースケースを整理した上で、現在、

開発中、もしくは未開発のものも含めた、ケアマネジャーの業務別に想定される居宅介護支援における

テクノロジー活用の将来像についても整理を行った。 

現状のテクノロジー活用の現状のユースケースについては、主に居宅介護支援事業所外での業務を

可能とする形が中心であった。居宅介護支援事業所外での業務、特に通常業務をケアマネジャーの自

宅等で可能とするテレワークの実施については、緊急時の体制や対応等に関する対策が伴う必要があ

る。また、テレワークに用いるソフトウェア、特にグループウェアやコミュニケーションツールが自宅等でも

利用可能であることによって、ケアマネジャーの業務負担の増大につながらないよう、事業所内のルー

ル整備等の線引きも追加で行われる必要がある。 

また、利用者・家族等や多職種間の調整役としてのコミュニケーションツールの活用、特に医療介護

連携用ツールについては、現在、地域によって用いられているツールが様々である実態も把握された。

地域間での統一が図られておらず、特に複数地域を対象として事業を行っている事業所においては複

数のツールを確認する手間等が増えるため、行政主導でのツールの統一を図ってもらいたいとの意見

もみられた。しかしながら行政側で一定の基準をもとにツールを統一するには、行政側の専門的な知見
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の不足等の限界があるとの検討委員会での意見もあり、また単一保険者だけでは解決が難しい事項で

あることから引き続き現実的な解決策に関する検討が求められた。 

また本事業では、まだ居宅介護支援における活用の前提となる居宅での活用についても、見守りセン

サーや排泄支援機器等の介護ロボットの活用についても検討を行った。居宅介護支援における活用の

前提としては、まず介護保険制度上の評価を踏まえたケアマネジャーの役割として用具の提案やケアプ

ランへの位置づけ、データの閲覧・活用等が考えられたが、その際の導入する際の費用負担のみならず、

継続的に利用するための体制や支援等も求められた。また、取得されたデータがケアマネジャーを含む

多職種にて活用されることによる、利用者のプライバシーへの配慮や情報管理等の対策も伴う必要があ

る。 

同様に、本事業で整理した今後の居宅介護支援におけるテクノロジー活用の将来像では、ケアマネ

ジャーという専門職としての判断を支援する技術として生成系 AI の活用が多く含まれているが、生成

系AIの活用においても特に医療情報を中心とした個人情報の取り扱いに関するリスク等を軽減させる

ために、活用が現実化された際には関連するガイドラインの整備等も必要と考えられた。 

こういった居宅介護支援のテクノロジーの活用を進めるにあたって重要となる介護保険制度上の評

価について加算等による活用促進を図っていくかについては、居宅介護支援においてテクノロジー活用

による費用対効果を評価しながら進めていく必要があると思われる。また、テクノロジーを活用した業務

効率化を一方的に進めるのではなく、本来あるべき居宅介護支援の業務の姿と照らし合わせながら、ケ

アマネジメントの質を落とさないためにどこまでテクノロジーの活用を推奨するかの線引きについては、

今後も引き続き検討が必要と考えられる。 
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